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日本の健全育成の概念の再検討
−権利基盤型アプローチに着目して−

植木　信一

　本研究では、日本の健全育成の概念を再検討することにより、その固有性を明らかにした。
健全育成政策の動向を整理すると、日本では健全育成の概念整理が十分ではなく、健全育成と
いう用語の意味合いについては、普遍的な概念として使用されていないことがわかった。
一方で、健全育成の概念を再検討する視点として、子どもを能動的権利の主体と捉える考え方

（権利基盤型アプローチ）と、子どもを受動的保護の対象として捉える考え方（ニーズ対応型
アプローチ）があることがわかってきた。
　UNICEF（国連児童基金）のイノチェンティ・リサーチ・センター（UNICEF Innocenti 
Research Centre）は、「子どもにやさしいまち」（Child Friendly Cities=CFC）の視点から、子ど
もの能動的権利の実現という観点からの権利基盤型アプローチを提唱し、OECD（経済開発協
力機構）は、早期の子ども期から公的資金の投入を維持・強化していくことなどを提言している。
日本の場合は、私的支出を基盤としながら、子どもの保護によって進められるニーズ対応型ア
プローチに近いものと思われる。子どもを受動的保護の対象とするニーズ対応型アプローチに
よる政策をとる日本の健全育成は、国際的に見ても固有の概念であることがわかる。
　ニーズ対応型アプローチから権利基盤型アプローチへの変容は、普遍的な健全育成の概念の
形成に寄与する可能性があり、日本の健全育成の向かうべき方向性として示唆されるものであ
ると考えられる。
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はじめに

（1）研究の背景と問題の所在
　健全育成という用語には、大人が児童（小学
生）を対象として、大人だけが決めた健全イメー
ジに向けて子どもを育成する意図を含んでいる
i。
　たとえば、児童館の職能団体である財団法人
児童健全育成推進財団は、健全育成の理念とし
て、「すべての子どもの生活の保全と情緒の安
定を図って、一人ひとりの個性と発達段階に応
じて、全人格的に健やかに育てる」ことである
とし、健全育成とは「全人格的に健やかに育て
る」ことであると健全育成の方向性を明確に定

義付けし、子どもを健全育成の受動的な対象と
して表現していることがわかる。
　また、児童福祉法における健全育成は、「こ
れまで児童政策を一貫して支配してきた要保護
の児童のみを問題とする思想に終止符をうち、
それをこえて次代の社会の担い手たる児童の健
全な育成、全児童の福祉の積極的増進を基本精
神とする児童についての根本的総合的法律であ
り、わが国にかつて例をみない画期的な社会立
法である。」ii とされていることから、児童福
祉法における健全育成とは、戦後日本の新たな
価値として認識されていることがわかる。
　児童福祉法は、第 1 条第 1 項「すべて国民
は、児童が心身ともに健やかに生れ、且つ、育
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成されるよう努めなければならない。」および
第 2 項「すべて児童は、ひとしくその生活を保
障され、愛護されなければならない。」に規定
する児童福祉の理念および、児童福祉法第 2 条

「国及び地方公共団体は、児童の保護者ととも
に、児童を心身ともも健やかに育成する責任を
負う。」に規定する国の責務を前提として展開
されている。
　そして、これらの児童福祉法に規定する健全
育成について、「公の機関の任務についての観
念はさらに進歩し、国家はすべての児童の健全
な育成に積極的な力を注ぐ責任があるとされる
ようになった。」iii とし、健全育成とは、すべ
ての児童を対象とするものであることを明確に
している。
　また、この内容が、「現在児童の育成環境の
整備全般にかかわる施策範囲を示す用語として
用いられる『健全育成』の語源となっている」（山
本 2009）1）とされる。「施策事業で『健全育成』
が用いられる場合、対象を限定しない一般児童
を対象としたサービスのこと」（山本 2009）と
されている。健全育成とは、児童福祉法の理念

（第 1 条）および責任（第 2 条）を具現化する
ための国の政策を示す用語であり、その施策は
一般児童対策であると位置付けられているので
ある。
　それに対して、2003（平成 15）年の内閣府

「青少年の育成に関する有識者懇談会」（座長 :
本田和子）においては、健全育成の捉え方に対
して、従来から国が使用してきた健全育成の捉
え方と、子どもの実態との間に違和感のあるこ
とが指摘され、現在の子どもをどう見るかとい
う現状認識と、健全育成に関する基本的考え方
は別立てにすることを提案 iv している。この議
論のなかで、「子どもの生き方を健全と呼ぶか
不健全と呼ぶかは大人の価値の問題である。」v

との指摘がされるなど、子どもを受動的な存在
とし大人が健全育成の概念を定義付けすること
への反論とともに、子どもの能動的な生き方を
捉える事の重要性を指摘している。
　また、柏女（2011）2）は、児童福祉の観点から、
健全育成の理念は不明確であるとし、「昭和 30

年代後半に目的概念としての『健全育成』が明
確化されたが、それ以降、この分野について十

分な検討がされてこなかった」ことを指摘して
いる。
　つまり、健全育成の概念については、国の政
策としての健全育成の考え方と、子どもの実態
としての健全育成との間の認識に違いが存在し
ていたと考えられ、日本の健全育成の概念その
ものが複雑で混とんとしたものであったことが
想定されるのである。

（2）研究の目的
　日本の児童福祉法における理念と責任を具現
化するはずの健全育成は、国の政策と子どもの
実態とが乖離したままの概念であった。つまり、
これまでの日本の健全育成においては、健全育
成の概念そのものに関する十分な議論がされて
こなかった現状において、普遍的な概念を持た
ないまま位置付けられてきた可能性がある。
　そこで、日本の健全育成の概念を再検討し、
その固有性を明らかにすることによって、日本
の健全育成の向うべき方向性を示唆することを
目的とする。

（3）先行研究
　林（1998）3）は、遊びが子どもの成長発達に
重要な役割を持ち、その拠点としての児童厚生
施設の機能について論じている。「失われた遊
び場の代償として法律によって準備された遊び
場」であるはずの児童厚生施設に対する遊びの
位置づけ（認識度）が不十分であるとし、その
理由は「健全育成という概念の不明確さ、曖昧
さ」にあることを指摘している。 
　八重樫（1999）4）は、戦後の児童館施策の動
向から、とくに事務次官通知「児童館の設置運
営要綱」を中心に整理し、今後の児童館施策の
課題について論じている。このなかで、戦後日
本の児童館施策の時期区分を試みながら、「児
童館は、地域における健全育成の拠点として重
要な役割を果たすべく期待されている」として
いるが、健全育成の概念そのものに関する検討
はされていない。
　非行対策からの検証については、石田

（2005）5）、小木曽（2008）6）があるが、健全育
成との関連はみられない。
　石田（2005）は、戦後の「少年非行対策」は、
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社会教育を中心に行われていたことを明らかに
し、小木曽（2008）は、今日的の要保護児童対
策地域協議会における非行対策の実態を明らか
にしながら、虐待予防や虐待対策の整備、充実
が、非行予防にもつながるとしている。いずれ
にしても、非行対策は社会教育あるいは保護の
範疇であることを前提としており、健全育成と
の関連において非行対策を論じているものでは
ない。
　また、有害図書やインターネット規制から健
全育成を論じているものとして、吉川（1993）7）、
前田（2005）8）、杉原（2005）9）、覚正（1998）
10）がある。
　吉川（1993）は、「『有害』図書規制は、青少
年の保護育成を目的とする、いわゆる青少年条
例とのかかわりで、主として問題となってきた」
とし、長野県をのぞく 46 都道府県で制定され
ているいわゆる青少年育成条例によって規制さ
れている。前田（2005）は、「性的内容を含む
図書について、一般社会においては、成年者と
未成年者では法制度上異なる取り扱いがなされ
ており、成年者が優先されている」とし、図書
館における運用においては、「児童を保護する
要請は顕在化することは少ない」と指摘してい
る。これらを規制する青少年育成条例の内実も
おとなによる子どもの保護が中心となり、健全
育成の概念が、子どもの保護と同義語として使
用されている。また、覚正（1998）は、「有害
図書よりもその影響が大きいと思われるイン
ターネット上でのこうした情報には、効力が及
ばないのが一般的である」とし、都道府県レベ
ルの条例の限界を指摘している。さらに杉原

（2005）は、「インターネットの急激な普及にと
もない、全国レベルでの法律による有害図書規
制の導入が問題となっている」と指摘し、国レ
ベルでの規制の可能性を示唆している。しかし、
国レベルでの規制が、 おとなによる子どもの保
護となれば、健全育成の概念も子どもの保護の
範疇にとどまってしまうだろうと思われる。
　木下（2013a）11）は、子どもの居場所のあり
方を問い直す視点から、子どもの遊び環境や、
道路、公園、広場から地域を再構築する考察を
行っている。「『向う三軒両隣』という近隣関係
は我が国ではすでに遠い昔のことのようになっ

ている。このように住宅地内道路を車よりも人
を優先することで、まさに生活道路となり、子
どもの声が騒音ではなく、子どもを預けられる
関係を築き、子どもの成長を見守る子どもにや
さしい地域をつくっていくことになる。」と指
摘し、UNICEF（国連児童基金）のイノチェン
ティ・リサーチ・センター（UNICEF Innocenti 
Research Centre）で提唱される「子どもにやさ
しいまち vi」（Child Friendly Cities=CFC）や冒
険遊び場（プレーパーク）による子どもにやさ
しいまちづくりを提唱している。これらの考え
方は、子どもの遊びと街研究会によって、啓蒙
活動が行われている。
　また、天野（2013）12）は、同じく子どもの
居場所のあり方を問い直す視点から、冒険遊び
場（プレーパーク）の果たす役割について述べ
ている。「何とかしなくてはならないのは、子
どもではない。子どもを取り巻く環境なのだ。
vii」と指摘し、冒険遊び場の持つ意義や役割を
強調している。これらは、社会的な環境条件の
整備によって、子どもの発達する権利を保障し
ようという立場である。

方法

　日本の健全育成の概念の固有性を明らかにす
るために、まず、日本の健全育成政策の成立過
程を整理する。さらに、普遍的な健全育成の
概念の視点を検討するために、UNICEF（国連
児童基金）のイノチェンティ・リサーチ・セ
ンター（UNICEF Innocenti Research Centre）で
提唱される「子どもにやさしいまち viii」（Child 
Friendly Cities=CFC）や、家庭の福祉に関する
公共政策への提言を行っている OECD（経済開
発協力機構）による報告書 ix「Doing Better for 
Children（子どもの福祉の改善）」および、報告
書「Doing Better for Families（家族政策の改善）」
を分析して、日本の健全育成の向うべき方向性
の示唆を探る。

結果

（1）省庁間の健全育成政策の取り組みの差

　上平（1998）13）は、「終戦直後からの児童健
全育成政策は、文部・厚生・労働・法務による
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各省別に分断され個別の施策であったがため
に、その対策は体系性を欠いていると衆・参両
院から指弾された。x」として、「総理府が総元
締め役に浮上」したことを指摘している。
　したがって、ここでは、主たる健全育成政策
の担当省庁であった、厚生労働行政と文部科学
行政の基本的な考え方と施策および、その両者
を含めた省庁間の調整役を果たした内閣府の基
本的な考え方と施策についてまとめる。

1）厚生労働行政の基本的な考え方と施策
　厚生労働省における健全育成政策は、雇用均
等・児童家庭局少子化総合対策室の児童健全育
成専門官が担当することになっている。所掌事
務としては、児童福祉に関する思想の普及及び
向上に関すること。放課後児童健全育成事業に
関すること。児童の福祉のための文化の向上に
関すること（児童文化財普及等事業）。児童委
員に関すること。児童厚生施設（児童館等）と
その職員養成施設の設備と運営に関すること。
児童厚生施設（児童館等）の職員の養成と資質
の向上に関することなどである。
　児童福祉法の理念である「児童の健全育成」
は、厚生行政が担当し、また、児童厚生施設

（児童館等）の担当部署でもある。したがって、
厚生労働行政においては、児童福祉法第 2 条

（国及び地方公共団体は、児童の保護者ととも
に、児童を心身ともも健やかに育成する責任を
負う。）に規定する国の責務を前提とするため、
原則的に健全育成の対象を一般児童とし、それ
らを前提にしながら児童厚生施設（児童館等）
を活用している取り組みであるといえる。

2）文部科学行政の基本的な考え方と施策
　文部科学省スポーツ・青少年局参事官（青少
年健全育成担当）が担当する。
　青少年の豊かな心と社会性を育成するため、
自然体験などの多様な体験活動の実施、民間団
体が実施する子どもの体験活動への支援、国立
青少年教育施設における先駆的な青少年の体験
活動の機会の提供や指導者の育成等を実施して
いる。
　社会教育施設等を活用しながら子どもの社会
性を育成する「青少年の健全育成」を推進する

部署であるが、そこには、児童福祉における児
童厚生施設（児童館等）の活用は含まれない。
　また、生涯学習局社会教育課では、社会教育
に関する内容を管轄している。社会教育とは、
社会教育法（昭和 24 年法律 207）において、「学
校教育法に基づき、学校の教育課程として行わ
れる教育活動を除き、主として青少年及び成人
に対して行われる組織的な教育活動（体育及び
レクリエーションの活動を含む。）をいう。」（第
2 条）と定義されている。その事業を行うのは
公民館（第 20 条）であるとされており、ここ
でも児童厚生施設（児童館等）は含まれない。
　つまり、文部科学行政における青少年の健全
育成とは、社会教育の範疇であり、厚生労働行
政における児童の健全育成の考え方とは異なる
ものであるといえる。

3）内閣府の基本的な考え方と施策
　内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付参
事官（青少年環境整備担当）が担当する。
　各省庁間の調整役を果たすことが役割であ
り、そのために「青少年の健全育成」という表
現が使用されることが多い。
　また、1949（昭和 24）年に内閣に設置され
た青少年問題対策協議会は、非行防止対策を協
議する組織として発足した。その後、1950（昭
和 25）年には、中央青少年問題協議会、1966（昭
和 41）年には、青少年問題審議会となった。
　子ども・若者の育成・支援に関する企画・立
案や総合調整を担う官庁として、ニート、引き
こもり、不登校の子どもなど困難を有する子ど
も・若者への支援などの施策の基本的方向を定
めたり、施策全体の具体的かつ総合的な方針を
定め、その方針に基づき関係省庁が地方公共団
体などと連携しつつ、施策を実施する。
　現在は、「子ども・若者ビジョン」の策定、

「子ども・若者白書（旧・青少年白書）」の作成、
都道府県青少年育成条例等の現状の調査・公表、
犯罪対策関係会議による「児童ポルノ排除総合
対策」策定、青少年インターネット環境整備に
関する施策の推進など、主として非行防止対策
に対応する内容となっている。有害図書規制な
どを定めた青少年育成条例は、ほとんどの都道
府県が制定するに至っている。
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　このように、内閣府における「子ども・若者
の育成」の考え方は、非行防止対策が基本理念
であり、その対象は、子どもだけではなく若年
層も含まれる。これらの範疇の捉え方において
も厚生労働行政における児童の健全育成とはそ
の内容や理念が異なるといえる。

（2）日本の健全育成政策の成立過程

1）児童保護から児童厚生施設による児童福祉へ
　児童福祉法の制定過程をみると、1945（昭和
20）年 10 月 15 日付「児童保護法案要綱大綱案」
において、普通児童保護施設のなかに児童文化
施設が規定され、この児童文化施設とは、「児
童遊園地、児童図書館、児童劇場その他児童文
化の向上に資する所とすること」とされている。
同年 11 月 4 日付「児童保護法仮案」によれば、
児童保護施設のなかに普通児童保護施設が分類
され、保育所、育児院、乳児院、児童遊園、そ
の他定める施設が規定された。「児童遊園」が
はじめて規定され、児童遊園とは、「児童の健
康文化の向上に資する所とすること」とされた。
　1947（昭和 22）年 1 月 25 日付「児童福祉法
要綱案」では、「公共団体又は私人は、・・児童
遊園、観覧施設その他児童の保健又は文化に関
する施設を設置することができること」と規定
され、同年 2 月 3 日付「児童福祉法案」では、「健
康文化施設」として「児童の健康を増進し、又
はその文化を向上させる児童遊園」が規定され
るなど、「児童保護法」から「児童福祉法」へ
名称が変更されても、児童文化の向上を目的と
する位置づけに変更はみられない。
　同年 6 月 2 日付「児童福祉法案」において、

「児童厚生施設」名称が登場し、「児童遊園、児
童館等屋内又は屋外で、児童に健全な遊びを与
えて、その健康を増進し、情操をゆたかにする
施設をいう」とされた。ここで、屋内型の児童
厚生施設としての「児童館」がはじめて規定さ
れた。
　そして、同年 12 月 12 日に「児童福祉法」が
公布され、1947（昭和 22）年 1 月 1 日に施行
された。「児童厚生施設」は、同法第 40 条にお
いて、「児童遊園、児童館等児童に健全な遊び
を与えてその健康を増進し又は情操をゆたかに

することを目的とする施設とする」と規定され
た。
　戦前の児童保護政策からの転換をはかるため
に、児童福祉法の制定が画策されることになる
が、制定当初の「児童保護法案」から「児童福
祉法案」への変化の背景には、「児童厚生施設」
の規定があった。これによって、児童保護から
児童福祉への価値の転換が明確になるのであ
る。

2）一般児童の健全育成
　1956（昭和 31）年の厚生省中央福祉審議会「児
童福祉行政の諸問題について」意見具申のなか
に、「一般児童の健全育成」についての具体的
施策が明記されている。ここでは、「一般児童
の健全育成」が施策としてはじめて表記される
ことになる。具体的施策として、児童館の整備
拡充及び国庫補助の措置等があげられている。
また、厚生省児童家庭局『児童福祉 30 周年の
歩み』（1978 年）によれば、この 1956（昭和
31）年の厚生省中央福祉審議会によって、従来
の要保護児童の保護に主力のあった児童福祉行
政の反省がされ、後の健全育成対策は、この「児
童福祉行政の諸問題について」意見具申の趣旨
を生かすべく進展するところであると解説され
ている。
　1963（昭和 38）年の厚生省児童局「児童福
祉白書」には、「一般児童対策」および「要保
護児童対策」が区分されて整理されている。そ
こでは、 一般児童対策として健全育成が位置付
けられ、その健全育成のなかに児童館および母
親クラブが含まれている。つまり、児童館国
庫補助開始時（1963 年）における健全育成は、
児童館および母親クラブ活動による一般児童対
策として位置付けられていたことがわかる。ま
た、 「要保護児童対策」のなかに保育に欠ける
児童が含まれる。つまり、学童を含む留守家庭
児童対策は、要保護児童として位置付けられて、
一般児童対策である健全育成とは区別されてい
たことがわかる。
　1963（昭和 38）年の厚生省児童局企画課「児
童福祉行政講義録」によれば、健全育成の問題
については、児童厚生施設を児童福祉法第 40

条に法律上明確にしたうえで、児童館の対策に
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ついて予算的措置をとって積極的に整備してい
ると説明されている。また、児童館は、「保育
所の代用だけではなくて、本格的な子どもの健
全育成のセンターを伸ばしていきたいという考
え」であるとしている。
　しかし、財団法人児童健全育成推進財団の元
理事長である阿部千里は、自ら国会への直接陳
情を繰り返し、児童館の国庫補助制度を実現さ
せたことについて述べている xi が、その背景は、
当時自らが直面した農村部における認可外保育
施設の建設とそれへの公的支援の必要性であっ
た。
　このようにみてくると、国の政策として要保
護対策から一般児童対策としての健全育成へと
児童福祉をシフトさせる具体的な手段として、
1963（昭和 38）年の児童館の国庫補助制度を
スタートさせたことがうかがえる。つまり、日
本の健全育成の具体的方法は、児童館の整備で
あり、健全育成 = 児童館という日本の健全育
成における捉え方があったことがわかる。一方
で、認可外保育施設の認可保育所への転換は最
低基準がクリアできないため、児童館によって
それをはたそうとした歴史的事実も同時に確認
することができる。
　日本の健全育成が、一般児童対策としての児
童館の位置づけを明確にした反面、児童館に
よって認可外保育施設を補完しようとする保護
対策としての事実がみえてくるのである。

3）保育に欠ける児童を対象
　1963（昭和 38）年の厚生省児童局「児童福
祉白書」において、「要保護児童対策」のなか
に保育に欠ける児童が含まれることが示され
る。
　また、同年の厚生省次官通知「国庫補助によ
る児童館の設置運営について」によれば、児童
館は、母親クラブ等の地域組織活動の育成助長
をはかることのほかに、児童福祉法第 24 条（保
育の実施）のただし書きに該当する機能を有す
る場合には保育所に関する児童福祉施設最低基
準の精神を尊重することが示された。この通知
により、児童館は、保育所の代替機能を想定さ
れ、放課後児童クラブを児童館で行う方針が示
されるのである。

　現在の児童館の現状として、財団法人児童健
全育成推進財団（2006,2011）14）15）の実態調査デー
タによれば、2006（平成 18）年の児童館の悉
皆調査において、児童館の 50.5% に放課後児童
クラブがあり、2011 年（平成 23）年の同調査
においては、53.8% であった。つまり、児童館
の過半数が放課後児童クラブとして利用されて
おり、その現状に変化はないことがわかる。登
録人数も、125,619 人（2006 年）から 128,308

人（2011 年）へと増えている。

（3）普遍的な健全育成の概念の視点

　日本の健全育成という用語の意味合いについ
ては、国際的に使用される普遍的な用語の意味
合いと一致しない。たとえば、WHO（世界保
健機関）の発行する文献 16）では、健全育成に
該当する用語について、“Healthy Development”

（健全な発達）という使われ方がされている。
しかし、日本（法務省）xii においては、“bringing 
up Children ”（子どもたちを育てること）もし
くは、“Upbringing of Children”（子どもたちの躾）
と翻訳されて使われている。
　つまり、国際的には、子どもを能動的な発達
の主体と捉えていることに対して、日本では、
子どもを受動的な対象として捉えられていると
考えられる。

1）「ニーズ対応型アプローチ」から「権利基盤
型アプローチ」への変容
　UNICEF（国連児童基金）のイノチェン
ティ・リサーチ・センター（UNICEF Innocenti 
Research Centre）では、1996 年にイスタンブー
ルで開催された第 2 回人間居住会議（HABITAT

Ⅱ）において提唱された「子どもにやさしいま
ち」（Child Friendly Cities=CFC）をきっかけに、
その活動を発足させている xiii。そこには、子ど
もの参画などの 9 つの「積み木」となる構成要
素（9 components-“building blocks”-）と、2 つの
定義が規定 xiv されており、この CFC プログラ
ムが展開されているところでは、「子どもの参
画」xv によって、道路や公園、広場から地域を
再構築しているという xvi。
　CFC プログラムは、62 か国の自治体で展開
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されていると報告されているが xvii、CFC プロ
グラムの内容解釈については、国によってさま
ざまであるため xviii、その手引きとして、9 つ
の「積み木」となる構成要素（9 components-
“building blocks”-） が 示 さ れ た。 す な わ ち、
1.Ensure children’s participation（子どもの参画）、
2.Have a child friendly legal framework（子ども
にやさしい法的な枠組み）、3.Develop a city-
wide children’s rights strategy（都市全体に子ど
もの権利を保障する施策）、4.Create a children’s 
rights unit or have a coordinating mechanism（子
どもの権利部門・調整機構）、5.Ensure a child 
impact assessment and evaluation （子どもへの影
響評価）、6.Ensure a child impact assessment and 
evaluation（子どもに関する予算）、7.Ensure a 
regular state of the city’s children report（子ども
の報告書の定期的な発行）、8.Make children’s 
rights known among adults and children（子ども
の権利の広報）、9.Support independent advocacy 
for children（子どものための独自の活動）、で
ある。
　このような動向は、国連子どもの権利委員会

（CRC）の第 2 回政府報告書審査（2004 年）に
よって、国内法への全体的な一致を求められ
た、「ニーズ対応型アプローチ」から、「権利基
盤型アプローチ」へと変容する世界的な潮流で
ある xix。権利基盤型アプローチとは、子どもの
能動的権利の実現という観点からのアプローチ
であり、「子どもの要求を充足させる一定の政
策を立案するに当たって、恩恵的、福祉的、慈
善的観点からアプローチするのではなく（「ニー
ズ対応型アプローチ」とも呼ばれる）、子ども
の権利の実現という観点からアプローチすべき
であるという考え方」（須納瀬 2004）17）をいう。

2）早期からの公的資金の投入
　OECD（経済開発協力機構）は、報告書 xx「Doing 
Better for Children（子どもの福祉の改善）」18）

および、報告書「Doing Better for Families（家
族政策の改善）」19）において、家庭の福祉に関
する公共政策への提言を行っている。具体的に
は、早期の子ども期から子ども向けに公的資金
を投入することや、子ども期を通じて公的資金
の投入を維持・強化していくことなどが提言

され、こと日本における「子ども一人あたり
の公的支出」は、OECD 加盟国のなかでも最低
水準にあると指摘されている（図 1 〜図 5 参
照 xxi）。
　また、子どもには、子どもとして幸福を享受
する権利があり、ライフサイクルの最初にいる
のだとすれば、子どもの福祉を強化するための
政策も将来を見据えたヘッドスタートでなけれ
ばならないとされている。しかし、下記の図 1

〜図 5 をみてもわかるように、日本の公的支出
は最低レベルにあることから、子どもに対する
公的資金の投入は十分に果たされていない。
　つまり国際的には、家庭の福祉に関する公共
政策として、早期の子ども期から公的資金の強
化が図られているのである。

　OECD 加盟国間の就学前教育（3 歳以上の子

ども）に対する公的支出の国際比較（図 1）で
みると、日本の公的支出の割合は国際的にみて
も最低レベルであることがわかる。これは、子
育て家庭の私的支出の割合が増すことを意味し
ており、日本では、子育てが私的な家庭責任に
よって果たされていることを裏付けるデータと
なっている。
　また、OECD 加盟国のうち、日本（図 2）、
フランス（図 3）、フィンランド（図 4）の 3 カ
国 xxii を比較した。日本の場合、就学後の教育
の公的支出が高等学校を修了するまでほぼ均等
に支出されていることがわかるが、これは、教

図 1　OECD 加盟国間の就学前教育（3 歳以上
の子ども）に対する公的支出の国際比較（%）
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育行政によるものであると考えられる。一方で、
保育・幼児教育の公的支出が、就学後の公的支
出と比較して明らかに低いことに特徴がみられ
る。
　たとえば、家計収入に対する 5 歳児一人当た
りの公的支出は、フランス 33%、フィンラン
ド 30% に対して、日本は 7% しかないことが
わかる。日本は、保育・幼児教育の公的支出と
就学後の教育の公的支出とのバランスがとれて
いる他の 2 カ国と比較してみても特異な傾向で
あることがわかる xxiii。
　これらは、日本の養育責任のあり方を裏付け
るものとなるだろう。日本では子どもの就学前
までは、家庭責任において私的支出に基づく子
育てが行われるのである。一方では国によって
各種の子育て支援施策が用意され普遍的に利用
することが可能である。つまり、政策的には、
公的な子育て支援施策を私的支出にもとづく家
庭責任において利用するしくみとなっているの
である。

　EENEE（European  expe r t  ne twork  on 
economics of education: 教育経済学ヨーロッパ
専門家ネットワーク）によれば xxiv、同じ 1 ド
ルを幼児期に投資した場合と大人になってか
ら投資した場合とでは、前者の方がリターン
が大きく、1 ドルの投資につき、約 6 ドルのリ
ターンがあるという（ノーベル経済学賞受賞者
ジェームズ・J・ヘックマンの理論モデル）。こ
れをヨーロッパで適用した場合に、公的支出に
よる投資効果は、子どもの年齢の低い時期のと
きに最も高く、年齢が高くなるにつれて投資効
果は低くなるという。
　さらに、「経済的に恵まれない子ども」にとっ
ては、「経済的に恵まれた子ども」と比較した

図 2　子ども一人あたりの年齢別の公的支出の
推移（日本）（%）

図 3　子ども一人あたりの年齢別の公的支出の
推移（フランス）（%）

図 4　子ども一人あたりの年齢別の公的支出の
推移（フィンランド）（%）
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場合に、公的支出による投資効果がより顕著で
あることがわかる（図 5）。そのような意味か
らもやはり保育・幼児教育の基盤整備は、公的
支出をともなうものでなければならない。

考察

　日本の健全育成の実態においては、普遍主義
的な一般児童対策の実態ではなく、認可外保育
施設や放課後児童クラブのような保護、つまり
ニーズ対応型による対象を限定した選別主義的
な保護対策の実態との関連性を無視できないと
考えられるのである。
　普遍主義的な一般児童対策は子ども支援であ
り、選別主義的な保護対策は親支援であるなら
ば、日本の健全育成は、子ども支援と親支援の
両面を兼ね備えた概念であるといえる。
日本における健全育成は、子ども支援と親支援
の両側面をもちながらも、原則的には子どもを
受動的権利の対象として捉える政策であること
がわかる。
　国際的には、早期の子ども期からの政策や、
社会教育による地域支援が重視され、社会的な
責任による基盤整備（権利基盤型アプローチ）
が、子どものライフサイクルの早期から計画的
に実施されている。また、国際的には、公的支
出を強化して基盤整備を行いながら、実際の活
動は地域住民からのボトムアップによって行わ
れている。一方で、日本の場合、子ども期にか

ける公的支出は国際的にも低水準であり、健全
育成は、公的支出を伴わないトップダウンによ
る政策であることがわかる。そしてその主管官
庁は厚生労働省である。
　このように、国際的な権利基盤型アプローチ
は、早期からの公的支出を基盤としながら、子
どもを能動的権利の主体として捉えるという観
点からアプローチするものである。日本の場合
は、私的支出を基盤としながら、子どもを受動
的保護の対象としていることから、ニーズ対応
型アプローチに近いものと思われる。
　これらの動向からも明らかなように、ニーズ
対応型アプローチから、権利基盤型アプローチ
への変容は、普遍的な健全育成の概念の視点と
なる可能性がある。

結語

　日本の健全育成の概念については、ほとんど
整理されていないか、もしくは、健全育成の概
念の不十分さを指摘するにとどまっていること
がわかってきた。さらに、日本の健全育成の概
念は、普遍的な共通概念となっていないことも
判明した。
　日本の健全育成は、国の政策によってその方
向性が固められ、子どもを受動的保護の対象と
して、家庭の役割として捉えながら、同時に子
どもを権利の対象として位置付けてきたのであ
る。
　ところが、少なくとも OECD 加盟国におけ
る国際的な動向は、子どもを能動的権利の主体
として位置付け、早期からの公的支出に支えら
れた、ボトムアップによる政策が主流となって
おり、日本の公的支出は、国際的に最低レベル
に位置していることもわかった。そして、それ
は国の政策によって果たされる子ども保護であ
り、日本固有の健全育成の概念でもある。
日本の場合は、私的支出を基盤としながら、子
どもの保護によって進められるニーズ対応型ア
プローチに近いものである。子どもを受動的保
護の対象とするニーズ対応型アプローチによる
立場をとる日本の健全育成は、国際的に見ても
固有の概念であることがわかる。しかし、健全
育成概念を再検討すると、日本に必要な健全育
成の考え方は、早期からの公的支出を基盤とし

図 5　公的支出による投資効果
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ながら、子どもの能動的権利の主体とする観点
からの権利基盤型アプローチである。
　したがって、ニーズ対応型アプローチから、
権利基盤型アプローチへの変容は、子どもを保
護の対象から権利の主体として位置付ける健全
育成概念への転換であり、日本の健全育成の向
うべき方向性として示唆されるものであると考
えられる。
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ABSTRACT

Re-examination of Child Healthy Upbringing Concept of Japan
- The Focus on the Rights-Based Approach-

Shinichi Ueki

  Consider the concept of the healthy development of Japan.And it revealed its uniqueness.Then we had 
organize the trend of policy.In Japan,the concept of child healthy upbringing is not sufficient.And it has 
not been used as a universal concept.
  When you re-examination of child healthy upbringing concept of Japan,we have the rights-based 
approach and the needs-corresponding type approach.
  UNICEF Innocenti Research Centre from the viewpoint of the CFC,has proposed the rights-based 
approach.
  Policy of Japan is the needs-corresponding type approach.Child healthy upbringing of Japan,is a unique 
concept also seen internationally.
  Transformation from the needs-corresponding type approach to the rights-based approach,there is a 
possibility that the universal concept of Japan.
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